
  

令和６年伊那市公告第３３５号 

 

伊那市火葬場管理運営業務委託 

公募型プロポーザル実施要領       

 

長野県伊那市が令和７年度に行う「伊那市火葬場管理運営業務委託」を発注する事業者選定

にあたり、プロポーザル方式により受注者を募集するので、次のとおり公告する。 

 

令和６年１２月６日 

 

長野県伊那市長 白鳥 孝   

 

1 目的 

民間活力を導入し、施設の効用を最大限に発揮させ、その経費の節減を図るため、伊

那市火葬場の受託を希望する民間業者（法人または団体）を公募します。 

なお、業者選考につきましては、公募型プロポーザル（企画提案）を実施することと

しましたので、本要領により提案書等を期日までに提出してください。 

 

２ 業務概要 

（１） 業務名 

 伊那市火葬場管理運営業務委託 

（２） 業務内容 

別紙仕様書のとおり 

（３） 業務期間 

   令和 7年 4月 1日から令和 10年 9月 30日までの３年６ヶ月間 

 

３ 予算要求額  年 ５０，３６５，０００円（税込） 

  ※但し、令和７年度３月議会で予算額が確定しなかった場合、公募型プロポーザルを取

り下げる。 

  参考：令和６年度 委託料契約額 年 ４１,９５９,９４０円（税込）  

 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる事業者は参加申込書（様式１号）の提出期限において、以

下の要件をすべて満たすものとする。 

なお、参加者が契約締結までの間に参加資格を有しなくなった場合は、その時点で失格

とする。 

 (１) 火葬場を安全かつ円滑に運営できる、法人又は団体（以下「法人等」という。）である

こと。個人での応募はできない。 

（２）火葬炉運転業務の経験を有する責任者（管理技術者）を配置できること。 
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（３）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当しない者である

こと。 

（４）会社更生法又は民事再生法に基づき再生手続開始又は再生手続開始の申し立てをして

いない者であること。 

（５）伊那市暴力団排除条例に定める暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者とし

て市長が定めるものでないこと。 

（６）本社又は支店、営業所等の所在する市町村税及び消費税等に滞納がないこと。  

（７）複数の法人等による応募 

ア 管理業務を効果的かつ効率的に行うために必要な場合は、法人等（以下「グルー

プ」という。）が共同して応募することができる。この場合において、次に掲げる事項

に留意すること。 

イ グループの構成団体を特定し、グループの名称及びグループ内で代表となる法人等

を定めること。 

ウ 単独で応募した法人等は、グループの構成団体として応募することはできないもの

する。 

エ 複数のグループにおいて、同時に構成団体となることはできないものとする。 

 

５ 公募型プロポーザルの日程 

  公募型プロポーザルの日程は、次のとおり行います。 

 項目 日程等 

１ 公募開始 令和６年度１２月 ６日（金） 

２ 現地説明会 令和６年度１２月１６日（月） 

３ 募集要領等に関する質問期限 令和６年度１２月１７日（火） 

４ 募集要領等に関する質問回答期限 令和６年度１２月２０日（金） 

５ 参加申込書提出期限＜資格審査＞ 令和６年度１２月２４日（火） 

６ 一次審査結果の通知(電子メール) 令和６年度１２月２７日（金） 

７ 提案書提出期限 令和７年度 １月 ８日（水） 

８ 二次審査(プレゼンテーション) 令和７年度 １月１５日（水） 

９ 審査結果の通知 令和７年度 １月２２日（水） 

１０ 締約の締結 令和７年度 ３月２４日（月）※ 

    ※令和 7年度伊那市予算成立後ただちに契約を締結するものとする。 

 

６ 手続き・スケジュール等 

（１）担当部署 

   〒396-8617 長野県伊那市下新田 3050番地 

   伊那市市民生活部生活環境課環境衛生係 

   TEL 0265－78－4111（内線 2213） 

   FAX 0265－73－4151 
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   E-mail sei@inacity.jp 

（２）現地説明会 

  ア 予定日時 令和 6年度 12月 16日(月) 午後３時～午後５時  

  イ 当日予定  

長谷火葬場   現地説明 午後１時３０分～午後２時３０分 ６０分 

伊那市営火葬場へ移動 午後２時３０分～午後３時３０分 ６０分 

伊那市営火葬場 現地説明 午後３時３０分～午後４時３０分 ６０分 

  ウ 現地説明会に参加を希望する場合、１者２名以内とし事前に担当部署まで連絡する

こと。 

（３）募集要領等に関する質問 

  ア 提出期間 令和 6年度 12月 13日(金)～令和 6年度 12月 17日(火) 午後 5時まで 

  イ 提出方法 FAX又はメールにより明瞭に提出し、必ず電話で着信確認すること。質

問書の様式は自由とするが簡潔に記すこと。 

  ウ 回答期限 令和 6年度 12月 20日(金) 

  エ 回答方法 質問者名を伏せて参加表明書提出者にメールで回答する。 

（４）参加申込書の提出期限並びに提出場所及び方法 

  ア 提出期間 令和 6年度 12月 6日(金)～令和 6年度 12月 24日(火) 午後 5時まで 

郵送の場合も必着。（但し、平日午前 9時～午後 5時とし、土曜日曜祝日を除く） 

  イ 提出書類 様式第１号～様式第３号 各 1部 

納税証明書（本社又は営業所等の所在する市町村及び管轄税務署）１部 

  ウ 提出場所 （１）に同じ 

  エ 提出方法 持参又は郵送（郵送の場合は期限内必着） 

（５）提案書の提出期限並びに提出場所及び方法 

   一次審査結果の通知で適格とされた業者のみ提出する。 

  ア 提出期限 令和 6年度 12月 26日(木)～令和 7年度 1月 8日(水) 午後 5時まで 

    郵送の場合も必着。（但し、平日午前 9時～午後 5時とし、土曜日曜祝日は除く） 

  イ 提出書類 提案書（任意様式） 正 1部、副 8部 

         見積書（任意様式） 正 1部、副 8部 

 

７ 提案書の内容 

（１）法人等の概要 

  ア 法人等の名称、代表者名、所在地、設立年次、定款（規約）、役員構成、従業員数、

運営方針、事業実績（取組状況）、直近２ヵ年分の決算等（貸借対照表、損益計算書

等） 

    グループによる応募にあたっては、グループの名称、各構成団体の名称又は、代表

となる法人等の名称を明示した書類 

イ 委託業務を行うにあたっての計画 

   ・運営に関するコンセプト 

   ・人員計画（従業員の採用、事前研修計画含む） 
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   ・業務収支計画 

   ・緊急時対策 

   ・その他 

ウ 委託料 

    委託料（税込み）の年額を提案してください。定額あるいは定率などの算出方法も

併せて記載してください。 

（２）作成要領 

  ア 提案書は、A４版、原則として縦長、横書きの文章とする。（３０ページ以内） 

  イ 見積書の様式は任意とするが、項目別に人件費等の積算根拠を明記すること。 

  ウ 応募書類のほかに追加書類の提出をお願いする場合がある。 

 

８ 選定基準 

（１）業務計画の内容が市民の平等利用を確保できるものであること。 

（２）業務計画の内容が火葬場の効用を最大限に発揮させるとともに、その業務にかかる経

費の節減が図られるものであること。 

（３）事業計画に沿って業務を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであるこ

と。 

（４）品位と礼節を持った、親切な対応ができること。 

（５）十分な安全対策を講じるとともに、故障など軽微な修理に対応できるものであるこ

と。 

（６）利用者の病変など緊急の事態に対応できること。 

（７）確実な事務処理ができること。 

（８）近隣との友好関係を図れるものであること。 

（９）連帯保証により、火葬場業務に支障をきたさない措置を講ずること。 

 

９ 選定方法 

（１）「提案書の内容」を別紙提案採点表により庁内の業者選定員会で審議し、市長決裁によ

り委託業者を選定する。 

   なお、審査会は非公開とし、審査結果に係る質問及び異議については受け付けない。 

（２）提出書類等に不備又は虚偽の記載があった場合は、失格とする。 

 

10 結果通知及び契約 

（１）審査結果は、参加申込書提出者全員に文書で通知する。なお、審査結果は公表するも

のとし選定結果に対する異議は受付けない。 

（２）選定業者とは、３月伊那市議会での令和 7年度予算成立後、契約を締結する。 

 

11 その他 

（１）次の各号に該当する場合は、提出書類が無効となる場合がある。 

   ・提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。 
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   ・記載すべき事項の全部または一部が記載されていないもの。 

   ・記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

（２）応募書類の公表及び返却は行わないものとする。応募に必要な費用等、プロポーザル

作成及び提出に関する一切の費用は参加者の負担とする。 


